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• エネルギー需要の見通しの試算においては、まず、設定したマクロ経済項
目（ＧＤＰ成長率や産業の活動規模等）を元に、エネルギー需要を推計し、
次に、推計したエネルギー需要から追加的な省エネルギー対策の効果を差
し引き、その追加的な省エネルギー対策実施後の最終エネルギー消費量を
試算するのが一般的。 

• 選択肢の検討において、技術モデルを用いて導き出されるマクロの省エネ
対策の投資額及びその効果を把握し、評価する。 

選択肢における省エネのマクロの考え方 

エネルギー消費量 

2010 2030 

マクロフレームからの推計 
（省エネ対策未実施ケース） 

省エネ対策 

省エネ対策 
実施ケース 

○省エネ対策の量・効果 
 
○省エネ投資額 
＝対策単価×対策導入量 
○省エネメリット 
＝エネルギー価格×省エネ量 
※省エネのうち、節電分を切り分けられるもの
は可能な限り切り分け。 
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（参考）既存の試算例 

出典：中長期ロードマップを受けた温室効果ガス排出量の試算（再計算）（国環研AIMプロジェクトチーム） 

＜根拠資料として提示された対策個票の例＞ 

＜10年間のエネルギー削減費用の算定方法＞  
①2011～2020年において最終需要部門（産業・
家庭・業務・運輸部門） に導入された対策によ

る各年の二次エネルギーの省エネ量（技術固
定ケースとの差）を推計。2021年～2030年は、
20年までに導入された技術について、2030年ま

でに残存している期間の省エネ量について計
上。2021年以降に新たに導入された技術による
削減量は積算しない。 
② 各年の省エネ量を足し合わせし、2011～
2020年、または2021～2030 年の省エネ総量と
する。 
③ 将来のエネルギー価格は前述の原油価格
の想定に基づき推計。 
④ ②で求めた省エネ総量に③で求めたエネル
ギー価格（2015年値）を掛け合わせてエネル
ギー削減費用とした。 

○環境省中長期ロードマップにおける検討（平成22年12月） 
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（参考）総合資源エネルギー調査会において検討されている 
省エネ対策メニュー 

出典：総合資源エネルギー調査会基本問題委員会（第11回）資料 

現行エネルギー基本計画における主な追加的省エネ対策（2030年断面） 

見直しにおいて新たに追加を検討する
省エネ対策 
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（参考）中央環境審議会において検討されている 
省エネ対策メニュー 

出典：中央環境審議会2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会（第９回）資料 
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